
（平成２２年６月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 20 件

厚生年金関係 20 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本厚生年金 事案 453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 40 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の４万円とされている

が、申立人は、申立期間について、39 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞

与額に係る記録を 39万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（４万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初４万円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効により消

滅した後の 21 年 12 月に 40 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険

給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎となる標

準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（40 万円）ではなく、当初記録されて

いた標準賞与額（４万円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 40 万円であり、標準賞

与額（39 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていること

が確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 39万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 454 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 20 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の２万円とされている

が、申立人は、申立期間について、19 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を 19万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（２万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初２万円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効により消

滅した後の 21 年 12 月に 20 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険

給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎となる標

準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（20 万円）ではなく、当初記録されて

いた標準賞与額（２万円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 20 万円であり、標準賞

与額（19 万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 19万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 455 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 45 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の４万 5,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、43 万 8,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 43万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（４万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等    

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初４万 5,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 45 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（45 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（４万 5,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 45 万円であり、標準賞

与額（43 万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 43万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 456 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 68 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の６万 8,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、66 万 3,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 66万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（６万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初６万 8,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 68 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（68 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（６万 8,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 68 万円であり、標準賞

与額（66 万 3,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 66万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 457 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 20 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の２万円とされている

が、申立人は、申立期間について、19 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を 19万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（２万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初２万円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効により消

滅した後の 21 年 12 月に 20 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険

給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎となる標

準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（20 万円）ではなく、当初記録されて

いた標準賞与額（２万円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 20 万円であり、標準賞

与額（19 万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 19万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 38 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の３万 8,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、37 万円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を 37万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（３万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初３万 8,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 38 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（38 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（３万 8,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 38 万円であり、標準賞

与額（37 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていること

が確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 37万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 459 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 25 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の２万 5,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、24 万 3,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 24万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（２万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初２万 5,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 25 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（25 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（２万 5,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 25 万円であり、標準賞

与額（24 万 3,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 24万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 460 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 25 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の２万 5,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、24 万 3,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 24万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（２万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初２万 5,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 25 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（25 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（２万 5,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 25 万円であり、標準賞

与額（24 万 3,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 24万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 461 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 15 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の１万 5,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、14 万 6,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 14万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（１万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初１万 5,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 15 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（15 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（１万 5,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 15 万円であり、標準賞

与額（14 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 14万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 462 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 25 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の２万 5,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、24 万 3,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 24万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（２万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初２万 5,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 25 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（25 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（２万 5,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 25 万円であり、標準賞

与額（24 万 3,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 24万 3,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 463 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 15 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の１万 5,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、14 万 6,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 14万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（１万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初１万 5,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 15 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（15 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（１万 5,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 15 万円であり、標準賞

与額（14 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 14万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 464 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 20 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の２万円とされている

が、申立人は、申立期間について、19 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を 19万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（２万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初２万円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効により消

滅した後の 21 年 12 月に 20 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険

給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎となる標

準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（20 万円）ではなく、当初記録されて

いた標準賞与額（２万円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 20 万円であり、標準賞

与額（19 万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 19万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 465 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 10 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の１万円とされている

が、申立人は、申立期間について、９万 7,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を９万 7,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（１万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初１万円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効により消

滅した後の 21 年 12 月に 10 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険

給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎となる標

準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（10 万円）ではなく、当初記録されて

いた標準賞与額（１万円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 10 万円であり、標準賞

与額（９万 7,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は９万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 466 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 15 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の１万 5,000 円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、14 万 6,000 円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立

期間の標準賞与額に係る記録を 14万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（１万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初１万 5,000 円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 21 年 12 月に 15 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく

保険給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（15 万円）ではなく、当初記録さ

れていた標準賞与額（１万 5,000円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 15 万円であり、標準賞

与額（14 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 14万 6,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 467 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 10 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の１万円とされている

が、申立人は、申立期間について、９万 7,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を９万 7,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（１万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初１万円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効により消

滅した後の 21 年 12 月に 10 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険

給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎となる標

準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（10 万円）ではなく、当初記録されて

いた標準賞与額（１万円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 10 万円であり、標準賞

与額（９万 7,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は９万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 468 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果 20 万円とさ

れているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当すること

から、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の２万円とされている

が、申立人は、申立期間について、19 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を 19万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（２万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等     

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 22日 

 Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、記録訂正後の金額が年金の給付に反映されていないので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、平成 17 年 12 月 22 日に支給された申立人の標準

賞与額は、当初２万円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効により消

滅した後の 21 年 12 月に 20 万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険

給付は行われないとされている。このことから、年金額計算の基礎となる標

準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（20 万円）ではなく、当初記録されて

いた標準賞与額（２万円）となっている。 



しかしながら、申立期間について、Ａ社が保管する申立人に係る「平成 17

年２回目賞与勤怠支給控除一覧表」から、総支給額は 20 万円であり、標準賞

与額（19 万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されてい

ることが確認できる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなり、

申立期間に係る標準賞与額は 19万 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所に対し誤って

提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過少な納付であ

ったことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 469 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 25 年３月 25 日から同年４月１日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に係る記

録を同年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 8,000 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年９月９日から 22年 12月１日まで 

             ② 昭和 25年３月 25日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 21 年９月９日にＡ社に入社後、42 年１月９日に定年退職す

るまで、継続して勤務していたが、申立期間については厚生年金保険の被

保険者期間が確認できなかったので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、Ｂ社作成の在籍証明書及び雇用保険の加入記録から

判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 25 年４月１日に同社Ｃ

支店から同社Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和 25 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、8,000 円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る当該期間において、事業主が厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを確認



できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①については、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所と

なった昭和 21 年９月 25 日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得している

17 人は、全員同時期より以前に同社の他の事業所において被保険者資格を取

得している者であることが年金事務所の記録により確認できる。 

   また、申立人が採用された昭和 21 年９月以降、22 年１月末までにＡ社Ｃ

支店に採用されている６人（申立人を含む。）及び同社Ｃ支店が最初の勤務

先であると推認される 11 人の合計 17 人のうち、10 人は申立人と同時期の 22

年 12 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、その他の７人は 23 年８

月２日に取得していることが確認できる。 

これらのことから、Ａ社Ｃ支店は当時、一定期間内に採用した者を昭和 22

年 12月１日にまとめて厚生年金保険に加入させていたことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立期間①については、申立人が厚生年金保険被保険者として、厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



熊本厚生年金 事案 470 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 42 年５月 21 日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額に係

る記録を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月 21日から同年６月７日まで 

    私は、昭和 35 年３月 31 日から平成６年６月７日までＡ社に継続して勤

務していた。申立期間について、厚生年金保険の記録が確認できないが、

昭和 42 年５月に、本社が厚生年金保険の手続を管轄するＣ工場から同社Ｄ

工場に転勤し、給与から保険料を控除されているので、厚生年金保険被保

険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び申立人が提出した給与明細書から判断すると、申

立人はＡ社に継続して勤務し（同社Ｃ工場から同社Ｄ工場（適用事業所はＡ

社Ｂ支店）に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、申立人の詳細な供述から昭和 42 年５月 21 日と

することが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出した昭和 42 年６

月の給与明細書に記載された厚生年金保険料の額から、６万円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る申立期間の保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否か不明としており、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得



ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



熊本厚生年金 事案 471 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

ことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 40 年７月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年５月６日から同年７月 26日まで 

    厚生年金保険被保険者記録では、昭和 40 年５月６日に資格喪失となって

いるが、同年７月 25 日（給料の締め日）までＡ社に勤務していたので、申

立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社には昭和 40 年７月 25 日まで勤務していたと主張している

ところ、雇用保険の加入記録により同社で同年８月５日まで被保険者資格が

あることが確認できるとともに、同社の同僚が夏のボーナスの支給時期（７

月支給）までは勤務していたと証言していること、及び同年８月１日から別

の事業所に勤務したときの元店長も同事業所のボーナスの支給時期（８月支

給）の直前に申立人に就職の勧誘を行ったと証言しているところからみて、

申立人が申立期間について、同社での勤務形態に変更がなく、継続して勤務

していたことが認められる。 

   また、Ａ社の当時の経理担当者は「当時、従業員は特別な事情が無い限り、

厚生年金保険に加入させていた。」と証言している。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 40 年４月の社会保険事務



所（当時）の記録から２万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



熊本厚生年金 事案 472 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 45 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 44 年９月から

45 年４月までは２万 2,000 円、同年５月から同年７月までは２万 8,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月１日から 45年８月１日まで 

    私は、昭和 44 年３月 11 日から 45年７月末までＡ社に継続して勤務して

いたが、申立期間について、厚生年金保険の記録が確認できないので、厚

生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言により、申立人が昭和

44 年３月 11 日から 45 年８月 25 日まで、Ａ社に継続して勤務していたこと

が確認できる。 

また、昭和 44 年９月１日にＡ社本店から同社Ｂ店に転勤した５人の同僚す

べてが申立人も一緒に転勤したと証言しており、この５人の同僚には転勤後

も継続して厚生年金保険の記録がある上、申立期間当時の同社の経理課長は、

同社では従業員すべてを厚生年金保険に加入させていたと証言している。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立事業所の同僚の標準報酬

月額の推移により、昭和 44 年９月から 45 年４月までを２万 2,000 円、同年

５月から同年７月までを２万 8,000円とすることが妥当である。 



   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 



熊本国民年金 事案 553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年４月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 57年３月まで 

    昭和 55 年２月に会社を退職後しばらくたってから、私又は父が私自身の

国民年金と国民健康保険の加入手続を行った。手続を行った時期ははっき

り覚えていないが、毎月集金人に、国民年金保険料を納付していた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人自身又は申立人の父親が国民年金の加入手続を行ったと

主張しているが、申立人及び申立人の父親の記憶はあいまいである上、申立

人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   また、申立人は加入手続の際に、年金手帳をもらった記憶は無いとしてお

り、現在申立人が所持する年金手帳に国民年金の資格取得に係る記載は無い

など、申立人に対して、国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかが

えず、申立期間は国民年金の未加入期間であることから、国民年金保険料を

納付することができなかったものと考えられる。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本厚生年金 事案 473 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月１日から 39年５月１日まで 

    私は、昭和 31 年４月から 39 年４月までＡ社に勤務していたが、申立期

間について厚生年金保険の加入記録が確認できなかった。申立期間に勤務

していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時の同僚の証言により、期間は特定できないものの、申立人が

昭和 31年４月からＡ社に勤務したことは推認できる。 

しかし、Ａ社に勤務したことが確認できる申立人の姉を含め、同社への入

社日が確認できる同僚６人は、入社から２年から４年経過後に厚生年金保険

の資格を取得していることが、同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から確

認できる上、これらの同僚が同社での同僚として名前を挙げている２人は、

当該氏名を厚生年金保険被保険者名簿から確認できない。 

また、これら６人の同僚のうちの２人は、当時、厚生年金保険を年輩の従

業員から順に適用する扱いであったため、入社から３年半から４年程度は、

厚生年金保険が適用されず、厚生年金保険料を給与から控除されなかったと

証言している。 

さらに、オンライン記録から、Ａ社は昭和 35 年７月 31 日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっていることが確認できる上、同社に係る厚生年金保

険被保険者名簿に申立人の氏名の記載は無く、同名簿の整理番号に欠落は無

い。 

加えて、Ａ社は、昭和 59 年 12 月２日に解散しており、厚生年金保険料を

事業主により給与から控除された事実を確認する資料は無い。 

このほか、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険



料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 474 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月 20日から 48 年３月 20日まで 

私は、申立期間においてＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）に職員として勤

務していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できなかった。申立期間に

勤務していたのは間違いないので、同期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務していたことは、当時の職員名

簿及び同事業所の同僚の証言から推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ事業所の適用記録は確認でき

ない。 

 また、Ａ事業所の業務を引き継いでいるＢ事業所は、厚生年金保険の資格

取得及び給与からの保険料の控除についてはこれを確認するための資料が無

いとしながらも、同事業所の厚生年金保険の適用は昭和 54 年５月からであ

るので、それ以前については同事業所の職員は厚生年金保険に加入させてい

なかったと思われる旨回答し、さらに、同事業所の同僚は、「Ａ事業所の職

員数は当初２人、後に３人になったが、人数が少なかったため厚生年金保険

には加入していなかったと記憶している。」旨証言していることから、申立

事業所は適用事業所の要件を満たしていなかったことがうかがえる。 

   加えて、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認

できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 475 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月１日から 51 年８月１日まで 

私がＡ社Ｂ支店に勤務していたときの給与明細書（昭和 50 年 12 月支

給）が１枚だけ残っており、当該給与明細書に記載された報酬額とオンラ

イン記録上の標準報酬月額とを比較したところ、相当の差がみられた。 

    私はその他の月の給与明細書は持っていないが、申立期間における報酬

額と標準報酬月額とを調査し、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社Ｂ支店勤務時に受け取った昭和 50 年 12 月支給の給与明細

書に記載のある総支給額（報酬額）がオンライン記録上の標準報酬月額と相

違するため、同社同支店での勤務期間を含む申立期間の記録訂正を申し立て

ている。 

   しかしながら、申立期間のうち、昭和 47 年 10 月１日から 48 年 11 月１日

までの期間及び 49 年９月１日から 51 年８月１日までの期間については、オ

ンライン記録上の申立人に係る標準報酬月額が、当時の上限（最高等級）の

標準報酬月額であることから、当該期間に係る標準報酬月額の記録を訂正す

ることはできない。 

   また、申立人から提出された昭和 50 年 12 月支給の給与明細書の「厚生年

金」欄の金額には、厚生年金保険料（厚生年金基金の基本部分の掛金を含

む。）と厚生年金基金の加算部分の掛金が含まれており、厚生年金保険料の

控除額から算定した標準報酬月額 20 万円は、当時の上限（最高等級）であり、

オンライン記録上の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 



   さらに、給与明細書により保険料控除額が確認できない期間については、

Ａ社から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険厚生年金基金台帳に

記載された厚生年金保険料等の控除額を当時の厚生年金保険料率等により確

認したところ、同台帳に記載のある厚生年金保険料等の控除額について、計

算上の誤りは認められず、申立期間の厚生年金保険料の控除額に見合う標準

報酬月額が、オンライン記録上の標準報酬月額と一致していることが確認で

きる上、Ａ社では、「申立人の所有する給与明細書の『厚生年金』欄には厚

生年金保険料（厚生年金基金の基本部分の掛金を含む。）のほかに厚生年金

基金の加算部分の掛金を含めていたため、標準報酬月額に見合う厚生年金保

険料以上の保険料が控除されているという誤解があったのかも知れないが、

申立期間のオンライン記録上の標準報酬月額に誤りは無く、申立期間の厚生

年金保険料は当該標準報酬月額に基づき給与から控除していた。」と回答し

ている。 

   加えて、申立期間当時、Ａ社Ｂ支店に勤務していた上司の申立期間におけ

るオンライン記録上の標準報酬月額は、12 万 6,000 円から 20 万円までとな

っている上、申立人が申立期間に係るオンライン記録以上の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉

徴収票等の資料は無く、申立人のＡ社におけるオンライン記録上の標準報酬

月額の記録が、申立人の主張している標準報酬月額と相違していることは確

認できない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 476 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年６月 21日から平成元年８月 20日まで 

申立期間には、Ａ社に勤務していたが、厚生年金保険の被保険者期間が

確認できなかったので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は昭和 63 年６月 21 日にＡ社に係る雇

用保険の被保険者資格を取得したことが確認でき、申立人が提出した平成元

年分の給与所得の源泉徴収票に同社を平成元年８月 19 日に退職したことが記

載されていることから、申立人が申立期間について、同社に勤務していたこ

とが確認できる。 

   しかし、申立期間当時、Ａ社の社会保険関係の事務処理を行っていた社会

保険労務士事務所が保管している申立人に係る資料によると、雇用保険の資

格取得日は「63.６.21」と記載されており、当該日付は、公共職業安定所が

保管する被保険者台帳に記載された日付と合致しているとともに、当該資料

に「雇用のみ加入者」と記載されており、厚生年金の欄が斜線消除されてい

ることから、同社においては、申立人に係る厚生年金保険の加入手続は行わ

れなかったものと考えられる。 

   また、申立人が提出した源泉徴収票の摘要欄には、「社保 7,060 円」と記

載されており、当該社会保険料控除額は、雇用保険料のみであって、厚生年

金保険料は含まれていないことが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


